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社会インフラ維持管理・更新の重点課題検討特別委員会

※当日会場にて配布した資料に、一部発表用資料を追加致しました。
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メモ

H27.9.18 佐藤寿延

１．地方公共団体が管理するインフラ

・道路の橋梁・舗装の約７割、下水道の７～８割は市町村（政令

市除く）が管理

２．減少する市町村の土木部門職員、予算

・この２０年で、土木部門職員は３割減（一般部門は２割）

・この２０年で予算は半減

３．土木部門職員の年齢構成

・インフラの老朽化が本格化する時点でどうなるのか！

４．孤立化する土木部門職員

・小規模市町村ほど、人員不足への対応の意識が薄い

５．卒業生の進路

・せっかく土木にきたのに！

６．維持・管理における民間技術の活用→生産性の向上

・包括委託の活用
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建設後50年を経過する社会資本の割合
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2013年3月 2023年3月 2033年3月
道路橋
[約40万橋注１（橋長２ｍ以上の橋約70
万のうち）]

約18％ 約43％ 約67％

トンネル
[約1万本注２]

約20％ 約34％ 約50％

河川管理施設（水門等）
[約１万施設注３]

約25％ 約43％ 約64%

下水道管きょ
[総延長：約45万km注４]

約2％ 約9％ 約24％

港湾岸壁
[約5千施設注５（水深－4.5m以深）]

約8％ 約32％ 約58％

注１：建設年度不明橋梁の約３０万橋については、割合の算出にあたり除いている。
注２：建設年度不明トンネルの約２５０本については、割合の算出にあたり除いている。
注３：国管理の施設のみ。建設年度が不明な約1,000施設を含む。（50年以内に整備された施設についてはおおむね記録が存在していることか
ら、建設年度が不明な施設は約50年以上経過した施設として整理している。）

注４：建設年度が不明な約1万5千kmを含む。（30年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な
施設は約30年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計
上している。）

注５：建設年度不明岸壁の約100施設については、割合の算出にあたり除いている。
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総務省統計局資料、道路統計年報等をもとに作成
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社会資本の管理体制の現状 各分野の管理者

約430,000km

約2,100箇所

2,170,649戸

101,111施設

高速道路会社2%
国
4%

都道府県
19%

政令市
7%

市区町村
68%約699,000橋

（2m以上）

約10,300本

約3,100km2

高速道路会社
15%

国
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政令市
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23%
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66%
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75%
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市町村他
84%

都道府県営
43%

政令市営
18%

市町村営
39%

都道府県
1%

政令市
23%

市町村
76%

国0.02%

道路橋梁・舗装の約７割
下水道の約７～８割は
市町村が管理

社会資本に関する実態の把握結果

各分野の管理者別の施設数各分野の管理者別の施設数

国・高速道路会社

都道府県・政令市

社会資本整備審議会・交通政策審議会
「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について 答申」（平成25年12月）参考資料より作成

○市町村における土木部門の職員数約２０年で３割減少
○市町村全体の職員減は約２割であり、土木部門の減少割合が大きい

（人）

（地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成 ）

市町村における土木部門の職員数の推移

市町村における職員数の推移
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91,494 人

1,554,581人

1,249,749人

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

1,600,000

1,700,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

平成6
年

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

市町村における土木部門の職員数（左軸） 市町村全体の職員数（右軸）

（人）

うち土木部門は
約３割減少

市町村全体では
約２割減少
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11,497,331百万円

6,136,714百万円
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土木費

○市町村の土木費は20年間で半減

（百万円 ）

（地方財政統計年報より国土交通省作成 ）

（人）

市町村における土木費の推移

市町村における土木費の推移
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１０年後、２０年後の主力部隊は？

その他
福岡市 ５年で1/4が退職
（福岡市技術職員人材育成プラン）

岐阜県 ４０歳以下は３割
（岐阜県政策研究会資料）
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その他市区町村

都道府県・政令市

維持管理・更新に関する知見習得に向けた研修制度の設置
国や他の機関における維持管理・更新に関する知見習得に向けた研修制度の活用
維持管理・更新に専任する職員の配置
維持管理・更新に従事する職員（技術職員等）の積極的な採用
外部の技術的知見や人材を活用する仕組みの導入
その他
特に取組を実施せず

⑤人材育成・推進体制の整備に関する取組状況
（複数選択）

都道府県・政令市は外部の技術的知見の活用に関心がある
が、市町村はほとんど関心がない

地方公共団体に対するアンケート調査結果
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工業高校（関東地区15校）の進路状況

その他

土木系進学

土木・建設系就職

卒業生の進路は？

○工業高校（関東地区１５校）の土木学科卒業生の半数以上が土木・
建設以外の道を選択

加藤 久佳 東日本高等学校土木教育研究会副会長
教育実践「せっかく土木にきたのに」をもとに佐藤作成
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包括的民間委託とは

包括的民間委託とは、受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的に
運営できるよう、複数の業務や施設を包括的に委託すること。

包括委託の対象とする業務や施設の範囲はさまざまなパターンがありうる。
民間事業者の創意工夫を引き出すため、複数年契約、性能発注方式（受託者に対して一定の性能確保を条件として課しつつ、
運営方法の詳細は受託者の自由裁量に任せる発注方式）にする場合が多い。

東京都府中市のケース（道路）

巡回

維持

補修・修繕

・・・

路線Ａ 路線Ｂ ・・・

北海道大空町のケース（道路・河川）

巡回

維持・補修

除排雪

・・・

道路 橋梁 河川

石川県かほく市のケース（上下水道）

運転管理

保全管理

施設Ａ 施設Ｂ ・・・

下水道

処理場 管路

施設Ａ 施設Ｂ ・・・

農業集落排水

処理場 管路

施設Ａ 施設Ｂ ・・・

上水道

処理場 管路

当初の
包括範囲

現在（包括範囲を拡大）

当初の
包括範囲

現在の包括範囲 現在の包括範囲

■維持管理・更新にあたっての包括的委託等の先導的取組を検討しているところ。検討内容（案）のイメージは以下の通り。

②従来、行政が担ってきた分野の民間の参画

（従来） （今回（案））

○○建設課

○○下水道課

公園施設

河川施設

下水施設

道路施設

○○建設課

○○下水道課 下水施設

○○建設課

○○下水道課

公園施設

や、

公園施設

河川施設

道路施設

下水施設

道路施設

発注単位 発注単位 発注単位

③複数年契約の長期化

①－１ 異分野間（横串）の包括委託の検討

※受注者コンソーシアム（JV、共同体等）の形成も図る

（従来） （今回（案））
５年以内 １０年程度

河川施設

①－２ 点検～修繕の包括委託の検討

点検・診断 判断案作成 補修・修繕判断

発注単位

点検・診断 判断案作成 補修・修繕判断

発注単位

※行政範囲 ※行政範囲

第三者の技術者の支援
（従来） （今回（案））

今後の包括委託の検討の方向性（案）
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表-1  道守養成講座のコース
コース 時間数 目標到達レベル 対象者 

道守補助員 6(1 日) 
近隣に住み、構造物の異常に 

気づける人 
一般市民 

道守補 36(8 日) 点検ができる人 

地元自治体職員 

地元企業職員 

特定道守 72(16 日) 
点検計画立案、健全度診断が 

できる人 

道守 112(24 日) 
道路全体の維持管理ができる人 

高度な技術開発ができる人 

図-1 道守のコース

地域の教育機関を中心とした取組み

長崎大学大学院 インフラ長寿命化センター  松田 浩

１．はじめに 

 社会基盤施設の維持管理の必要性が叫ばれる中、それを担当する技術者不足が大きな問題となっている。特

に、小規模ながら膨大な数の施設を管理している地方自治体での人材不足は深刻な状況にある。ここでは、地

域の教育機関を中心とした社会基盤マネジメントの人材育成の取組みとして、長崎大学における“道守”、岐

阜大学における“ME（メンテナンスエキスパート）”、および長岡技術科学大学、愛媛大学、山口大学も加わ
った５大学コンソーシアムの取組みについて紹介する。

２．長崎大学“道守”養成講座 1)の概要 

長崎大学では、長崎県と連携して、長崎県の重要な社会基盤である「道」の維持管理およびそれに関する技

術の習得を目的とし、「道守」養成のための教育プログラムを開始している。これは、文部科学省科学技術戦

略推進費「地域再生人材創出拠点の形成」に「観光ナガサキを支える“道守”

養成ユニット」（平成 20年度～24年度）として採択されたものである。
道守養成講座のコースは図-1 に示す 4 コースに分かれ、それぞれのコー
スは表-1のような内容を持つ。これらのうち、「道守補助員」は入門コース
で道路の異常に気付ける一般市民を対象としている。「道守補」、「特定道守」

および「道守」は土木技術者を対象とした専門コースで、それぞれ、点検、

診断、マネジメントを担当できることを到達レベルとしている。道守養成講

座は道守穂コースから順次ステップアップできる方式も採用している。人手

不足が深刻な地方（特に島）の建設・設計会社では長期にわたって講座に受

講生を出せないという現場の声を取り入れた結果である。専門コースでは、

大学内での点検演習と現場での

点検実習を実施しており、受講者

へのアンケート調査結果によれ

ば、点検演習や点検実習に対する

評価が高い。

受講生の募集、決定、認定者の

決定は、長崎県や業界代表が参加

した道守養成ユニット運営協議

会で行い、講座と試験はインフラ

長寿命化センターで実施し、合格者に対して長崎大学長名で管理番号が記載された修了証（カードと証書）を

発行している。「道守補」以上の認定者は条件を満足すれば 4 年毎に更新される。平成 27年 4月の認定者数
は、道守補助員 256人、道守補 152人、特定道守(鋼構造)12人、特定道守(コンクリート構造)25人及び道守
11人である。最近では長崎県や市町の自治体職員の受講を奨励しており、自治体職員の受講が増えている。
３．岐阜大学“社会基盤メンテナンスエキスパート（ME）”養成講座 2)の概要 

岐阜大学は、行政と業界双方の技術力を向上させる取り組みが最重要と考え、岐阜県と連携して、文部科学

省科学技術戦略推進費「地域再生人材創出拠点の形成プログラム」の採択を受け（平成 20～24 年度）、岐阜
県および県内建設業界の各々の組織の技術者が所定の科目を履修することにより、共通の高度な知識を持った

総合技術者（社会基盤メンテナンスエキスパート）を養成することを目的とした「社会基盤メンテナンスエキ

スパート（ME）養成ユニット」を実施運用している。
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図-2 岐阜大学ME養成の実施体制

ＭＥ養成の実施体制

履修証明プログラム

社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）
養成講座

講師陣 ： 大学教員，行政職員，コンサルタント関係者，

建設業関係者など 全国の一線級の講師

岐阜大学工学部附属
インフラマネジメント技術研究センター

履修証明の発行
（ＭＥ認定試験受験資格）

４週間の短期集中講座

社会基盤メンテナンスエキスパート
（ＭＥ）養成ユニット運営協議会

構成：岐阜大学，岐阜県，国土交通省，
岐阜県測量設計業協会，岐阜県建設業協会

・ＭＥレベル確保

・ＭＥ認定試験
・ＭＥ認定

・ＭＥの活用
・インフラ管理支援
・地域との連携

同窓会ＭＥの会
・技術力向上
・ネットワーク形成
・社会貢献

ＭＥの輩出

大学院工学研究科で実施
地域の要望・公平性

ME 養成講座は、4 週間の集中教育プログラム
（1 コマ 90 分×80 コマ＝120 時間）であり、対
象分野は橋梁、トンネル、地盤・斜面・土構造、

舗装、水道、河川構造、マネジメントと幅広くカ

バーしている。その内容は、アセットマネジメン

トを効率的に行うための知識を習得するための座

学（アセットマネジメント基礎科目）、ライフサイ

クルコストの最小化、品質管理や工程管理などの

実務的な知識を習得するための演習（社会基盤設

計実務演習）、フィールドで維持管理や防災業務の

能力を向上させる実習（点検・施工・維持管理実

習）で構成されている。実務に即した講義を実現

し最新技術の講義への活用を図るために、大学教員だけでなく、岐阜県、国土交通省中部地方整備局、岐阜県

建設業協会、岐阜県測量設計業協会などの関連団体にも講師派遣を依頼し、連携をとりながら ME 養成ユニ
ットの運営を行っている。平成 27年 4月現在 249人のME認定者があり、平成 25年度より、「橋梁の設計・
トンネル」、「橋梁の維持管理」、「地盤と斜面」、「土構造物と舗装・水道・河川構造物」、「インフラマネジメン

ト」から構成される大学院履修証明プログラムを実施している。

４．５大学コンソーシアムの概要 

 長崎大学と岐阜大学では、上述のとおり社会基盤の維持管理を担う技術者の養成を実施し、地域再生を担う

社会基盤再生技術者育成事業の重要性を確認するとともに、今後継続して検討すべき以下のテーマを抽出した。

・実践知（実務経験）と形式知（技術理論と倫理観）を併せ持った技術者が必要

・それぞれの地域特有の自然条件、社会条件があり、地域に適合したカリキュラム設計が重要

・社会基盤再生を担う技術者教育の全国展開が必要

 これらのテーマに対し、戦略的な社会基盤再生技術者の育成と活用する仕組みを構築し、地域でリーダーと

なれる人材を各地に輩出し、地域での社会基盤に関する問題解決を担うことが重要といえる。そのため、平成

25 年度より、文部科学省「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進」事業の支援を得て、岐阜
大学を代表校とし、長岡技術科学大学、愛媛大学、山口大学の３校が加わり５大学コンソーシアムを形成し、

各地域での人材育成の取組みが始まっている。

 長岡技術科学大学では、新潟大学、長岡高専など 7関連団体による地域協議会を立上げ、道路・橋梁・トン
ネルの点検を担当できる技術者を育成している。28 コマのプログラム（50 分/コマ）で、平成 26 年度は 26
人を養成している。愛媛大学では、愛媛県、松山市など 33関連団体による地域協議会を立上げ、道路・橋梁・
トンネルの点検・診断・維持管理・社会基盤マネジメントに加え、自然災害により社会基盤にもたらされる被

害について論じることができる技術者を育成している。48コマのプログラム（90分/コマ）で、平成 26年度
は 28人を養成している。山口大学では、山口県など 4関連団体による地域協議会を立上げ、道路・橋梁・ト
ンネルの点検・診断・維持管理を担当できる技術者を育成している。昨年度は 11 コマ（90 分/コマ）の試行
講座を実施している。

５．今後の課題 

 養成講座の実施には多大な労力とコストがかかるため、ｅラーニング教材の開発・活用とコンソーシアムの

活用により労力とコストの縮減を図りながら、持続的な講座の実施運営体制の構築が重要な課題と考えている。

参考文献

1) 長崎大学道守養成ユニット ホームページ：https://michimori.net/ 
2) 岐阜大学工学部附属インフラマネジメント技術研究センター ホームページ：http://www1.gifu-u.ac.jp/~ciam/ 
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地域の教育機関を中心とした取組み

長崎大学大学院

インフラ長寿命化センター

松田浩

JRトンネルのコンクリート片剥落事故 (H11/06/27)

最近の国の重点研究課題

「科学技術が進歩した時代に建設業界はまだ“たたき試験”という

旧態依然の手法で行っている」（日経：社説）

インフラ長寿命化センターの設立時の社会情勢

小泉内閣 2001（H13）～ 2006（H18）

「地域再生」「市町村合併」「教育改革」

財政再建郵政民営化 聖域なき構造改革

国立大学法人化

公共事業の大幅削減

就任時：11兆8000億円 退任時：7兆8000億円

公共工事不要論 公共事業罪悪論
道路特定財源の一般財源化

道路公団民営化

コンクリートから人へ 2010年度予算：公共事業費を2割減
民主党のマニュフェスト

先端的科学技術 ゲノム、情報通信、ナノテク、バイオなど
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最先端インフラ長寿命
化技術の拠点形成

劣化・加齢・腐
食の解明と検
査法の確立

病理部門 手術部門

補強・補修法

炭素・新素材

遠隔診断部門

遠隔・自動診断
ロボット

自己生成カルテ

保険・衛生部門

塩害対策

ASR対策

臨床医の育成

県内インフラ
維持管理技
術者の研修

医療保険システム

維持管理経
費

アセットマネジ
メント

維持管理コストの削減

アンチエイジング技術

橋梁、道路、トンネル、
港湾、河川、砂防

インフラ大学総合
病院構想

インフラ維持管理技術
のデファクトスタンダード

長崎大学工学研究科
インフラ長寿命化センター
未来工学研究センター

（インフラ部門）

構造物の診断技術＝医療診断技術

長崎大学工学部重点研究センター構想
（平成18年11月センター設立教授会承認、平成19年1月規約等承認）

ミッション ・インフラ長寿命化に係る研究拠点形成

・地方自治体への技術支援及び協働活動

・インフラ長寿命化に係る教育支援（学生）

インフラ長寿命化センターの設立

3

ヒト、モノ、カネ、場所もないバーチャルなセンター
であるが、これを有効活用し、外部資金等を獲得して、
実質的な工学部センターとして機能させたい。

平成19年3月 公共土木施設等維持管理計画

総合的なマネジメントシステム
→ 維持管理システムの考え方と方針
・維持管理計画の策定
・維持管理予算の確保と体制の充実
・県民との協働の取り組み

橋梁長寿命化
計画

道路トンネル
維持計画

道路防災
事業計画

道路舗装
維持管理計画

・橋梁維持管理ガイドライン
・橋梁補修補強マニュアル
・橋梁点検マニュアル
・長崎県の橋の未来を考える
・長崎県橋梁長寿命化修繕計画

・道路トンネル維持管
理計画
・道路トンネル維持補
修・補強マニュアル
・道路トンネル点検マ
ニュアル

・災害に強い道づ
くりのために

・長崎県道路防災
事業計画

・ながさき安全・
快適みちづくり
プラン
・維持管理ガイド
ライン

長崎県の取り組み
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財政状況

6

大手企業の
施工が必要

コスト大

仕事が地域
外へ流出

地元

橋梁

大掛かりな対策

その効果は？

大多数が地元の仕事に

橋梁 軽微な対策

町工場

地元雇用 コスト小

予防保全型メンテナンス事後保全型メンテナンス

1730億円 320億円1/6
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7

講義 現場実習点検演習

道守補助員コース 道守、特定道守、道守補コース

地域住民 地元企業・自治体職員など養成対象者

・道路の清掃美化
•生活道路の異常チェック

長崎大学インフラ長寿命化センター

観光ナガサキを支える“道守”養成ユニット

修了者の活躍の場

養成目標人数
3年目：110人
5年目：190人

・地域に密着した維持管理業務
・技術力アップによる受発注機会向上

観光立県長崎の地域活性化

H20年度 文部科学省科学技術振興調整費地域再生人材創出拠点の形成
「観光ナガサキを支える“道守”養成ユニット」

委 員 長 長崎大学工学部インフラ長寿命化センターセンター長

副委員長 長崎県土木部部長

副委員長 (社)長崎県建設業協会会長

委 員 長崎大学工学部インフラ長寿命化センター副センター長

委 員 長崎大学工学部インフラ長寿命化センター副センター長

委 員 (社)長崎県測量設計業協会会長

委 員 (財)長崎県建設技術研究センター理事長

委 員 長崎大学工学部研究企画推進委員会委員長

委 員 運営協議会幹事会幹事長

養成ユニット運営・協力体制について

岐阜大学 （CIAM）

「社会資本アセットマネジメント技術研究センター」（当時）

長崎大学工学部 （ILEM）

「インフラ長寿命化センター 」

（独）土木研究所 （CAESAR）

「構造物メンテナンス研究センター」

○運営協議会

○人材育成に関する協定の締結

運営協議会
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道守補コース：時間割

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回

1限
13:00～
（50分）

道守の役割
コンクリート
構造物

点検概論(1)

鋼構造物
点検概論(1)

長崎県の
道路構造物
の現状

道路構造物の
維持管理に関
する安全管理

コンクリート
構造物
点検実習

鋼構造物
点検演習(1)

鋼構造物
点検実習

2限
14:00 ～
（50分）

構造物
維持管理概論

コンクリート
構造物

点検概論(2)

鋼構造物
点検概論(2)

コンクリート
構造物

点検演習(1)

コンクリート
構造物

点検演習(2)

1限
15:00 ～
（50分）

橋梁概論
コンクリート
構造物

点検概論(3)

鋼構造物
点検概論(3)

2限
16:00 ～
（50分）

斜面・トンネ
ル・舗装の
維持管理概論

(1)

コンクリート
構造物

点検事例(1)

鋼構造物
点検事例(1)

1限
17:00 ～
（50分）

斜面・トンネ
ル・舗装の
維持管理概論

(2)

コンクリート
構造物

点検事例(2)

鋼構造物
点検事例(2)

②道守補

特定道守コース、道守コース

コース
特定道守コース
（コンクリート構造・鋼構造）

道守コース

養成候補者 自治体ＯＢ、企業ＯＢ、自治体職員、地元企業

受講生
コンクリート構造８名、鋼構造２名

地元企業、コンサルタント業

３名

地元企業、コンサルタント業

到達レベル コンクリート・鋼構造診断士レベル 技術士、工学博士レベル

講 座
各コース17日間（約80時間） 25日間（約120時間）

会場：長崎大学、受講料：無料

カリキュラム

「道守補コース」のカリキュラムに
加えて、専門分野における「調査・
診断、補修補強、計画・設計・施
工」の講義・演習のほか「計測モニ
タリング」「プロジェクト演習」などの
講義。

「特定道守コース」の両コースのカ
リキュラムに加えて、「リスクマネジ
メント」 、「アセットマネジメント」、
「ライフサイクルアセスメント」及び
「道守総合演習」等の講義・演習

認定試験 筆記試験・論文 プレゼンテーション

講 師 民間技術者、県職員、大学職員

③特定道守、④道守
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７年間での課題

課題

養成数に地域での偏りがある。

都市部では多いが、離島は少ない。

自治体職員の養成者が少ない。

自治体職員は１割程度。

養成者の活躍の場が少ない。

継続のための予算が厳しい。

・中核的専門人材養成事業（文科省）
・道守育成支援事業（長崎県）

全国各地で人材育成事業が展開

同じような方向は向いているが、な
んらかの交通整理が必要

交通整理のためには、統一的な尺
度となる「ものさし」が不可欠

交通整理することで、各地で育成さ
れた人材の資格互換も可能

統一的な物差し

トンネルの維持管理に
関する講座を試行

道守養成講座を継
続して実施
・自治体職員
・他分野への拡張

橋梁の維持管理に
関する研修を実施

社会基盤ME養成講
座を継続して実施

社会基盤メンテナンスエキス
パート養成講座を開始

コンソーシアム全体として、
コアカリキュラムの設定作
業に着手

新潟

岐阜

愛媛

山口

長崎

広域連携の取り組み

平成25年度「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進」 取組成果概要

【社会基盤整備分野】
「地域ニーズに応えるインフラ再生技術者育成のためのカリキュラム設計」

（岐阜大学（代表校）、長崎大学、長岡技術科学大学、愛媛大学、山口大学）
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地域資
格認定

（仮称）連絡協議会（コンソーシアム）

地域資
格認定

地域資
格認定

地域資
格認定

地域資
格認定

長崎 山口 愛媛 岐阜 新潟

地域ニーズに合わせて技術者を養成 地域資格を認定
地域で実施するのは コアカリキュラム＋ローカルカリキュラム

連絡協議会（コンソーシアム）で、全国共通となる資格として認定
地域での資格認定をチェック

資格認定 全国共通のカリキュラム（コアカリキュラム）を
資格要件として設定

地域資
格認定

A地域

地域資
格認定

B地域

新規参画新規参画

ＭＥ養成の実施体制

岐阜大学工学部附属
インフラマネジメント技術研究センター

岐阜大学大学院履修証明プログラム

社会基盤メンテナンスエキスパート
（ＭＥ）養成講座

履修証明
（ＭＥ認定試験受験資格）

社会基盤ＭＥ養成ユニット
運営協議会

構成：岐阜大学，岐阜県，国土交通
省，

岐阜社会基盤研究所※など

※岐阜社会基盤研究所：平成14年設立の産官学連携団体
構成：岐阜大学，岐阜県建設研究センター，県建設業協会，県測量設計業協会

4週間の短期集中講座

・ＭＥレベル確
保
・ＭＥ認定試験
・地域連携

・ＭＥの活用
・インフラ管理支援

岐阜大学によるＭＥ認定

同窓会ＭＥの会

・ 技術力向上
・ ネットワーク形成
・ 社会貢献

岐阜県・国交省中部地方整備局との連携協定
インフラ管理・人材育成等の支援・協力関係

講師陣 ： 大学教員，行政職員，建設コンサルタント，
建設関連業など 全国一線級講師
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ＭＥ養成の意義と効果

目に見える効果

岐阜県建設工事総合評価における加点
項目（技術士と同等）

ＭＥを活用した小規模橋梁の点検・補修
計画・補修工事の実施

目に見えない効果

自治体等土木職員と建設関連業界技

術者の枠を超えた「技術」を共通言語

としたコミュニケーション

社会基盤維持管理の個々のプロフェッ

ショナルからジェネラリスト集団へ

ＭＥ取得者増加による維持管理ジェネ

ラリスト集団の活躍

産官学の垣根のない「技術と知識」に

よるネットワーク形成

継続的人財育成はなぜ必要なのか？

しなければならないことの変化？

高度技術による維持管理

機能保全→高機能化→新しい維持管
理へ

自治体等土木職員と建設関連業界技
術者が「技術」という共通言語で対話で
きる

「技術」で繋がることによる維持管理技
術レベルのスパイラルアップ

地域に根付く町医者的な高度維持管理
技術者の広域ネットワーク

インフラの町医者の役割とは？

人材育成事業と技術者同士のネットワーク形成

ＭＥ養成講座とＭＥ認定試験の概要

概 要

6コマ＝１科目、全５科目から構成

橋梁の設計・トンネル

橋梁の維持管理

地盤と斜面

土構造物と舗装・水道・河川構造物

インフラマネジメント

岐阜大学大学院履修証明プログラム

ＭＥ認定試験
論文試験

社会基盤の整備・維持管理を計画・
設計・施工を実施するにあたって必
要な知識や方策を確認
プレゼンテーション試験

論文試験の内容及び必要な知識や
適用能力を確認
択一試験

審査方法
社会基盤ＭＥ養成ユニット運営協議会で
承認

ＭＥの認定
岐阜大学による認定

１日４コマ×４週（計８０コマ １２０時間）

春と秋の年２回実施

受講者は３０名程度（岐阜以外から受入）

毎年、少しずつカリキュラム改編

H27年度は、統計学概論や合意形成

（プログラムの肥大化 → 重複内容の整理）

ユニット化や階層化など、次の展開を模索中 （H27.9月時点） 276名ME
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長崎大学（道守、特定道守、道守補）

重複内容の整理、わかりやすい
カリキュラム名への変更などカリ
キュラム改編

より階層化した３日間の 「初級
・中級インフラ研修」をH26度か
ら実施

他分野・他地域への展開を検討

近隣に住み、構造物
の異常に気づける人

点検作業

点検計画立案
健全度診断

道路全体の維持管理
高度な技術開発

道守

特定道守

（専門部門）

道守補

道守補助員

（12人）

（159人）

（38人）

（248人）

対象 ： 道路構造物全般

市民講座としての「道守補助員」講座

階層化された技術者養成プログラム
• 道守補 → １日５、６時間×７週（計３６時間）

• 特定道守 → 道守補 ＋ ８週（計８４時間）

長岡技術科学大学（ME新潟）

「北陸地方」に主眼をおいた概論を実施し，鋼橋、コンクリート橋、トンネル、道路付属物
の点検・維持管理に関する座学およびフィールドワークを行う

H26年度 ： 「構造コース」 ２８時間（１日７時間×４週）

（認定者 官：11名、建設：6名、コンサル：3名）

H27年度 ： 春に、「防災コース」 35時間（1日7時間×5週）

（認定者 官：8名、建設：6名、コンサル：2名）

現在 「構造コース」 42時間（１日７時間×6週）実施中（受講者42名）

各週，理解度を評価する記述試験

修了認定試験 → 各分野に関する筆記・口頭質疑

民間：
新潟県建設業協会，建設コンサルタンツ協会，北陸地域づくり協会，新潟県建設技術センター，
日本技術士会北陸本部，新潟地質調査業協会
教育機関・国・自治体：
新潟大学，長岡工業高等専門学校，新潟県，新潟市

インフラ再生技術者育成協議会
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愛媛大学（ME愛媛）

H26年度 実施期間 ： １０月～１１月 計１０日間

受講者数 ： ２６名（官：１２、建設：３、コンサル：１１）

対象 ： 橋梁、地盤、舗装、トンネル、河川構造物、上下水道

コマ数 ： ４８コマ（防災関連を含む座学・演習＋ワークショップ）

認定試験 ： 筆記試験とプレゼンテーション試験

受講者負担 ： テキスト代の一部（約２万円）

H27年度 実施期間 ：１０月～１１月 計１２日間 講座内容はほぼ同じ

愛媛社会基盤メンテナンス推進協議会
成果目標（アウトカム）

社会基盤メンテナンスエキスパー
ト養成講座認定試験合格に愛媛
版ＭＥ認定証を発行（人材の育成）
社会基盤メンテナンスに関する産
学官連携
ローカルカリキュラムの科目の質
の確保（コンソーシアムとの連携）

山口大学（ME山口）

山口社会基盤メンテナンス技術者育成協議会（H27.10）

山口県の地域特性に基づくコンクリート橋および鋼橋の維持
管理およびマネジメントを対象としたME養成講座を開講

開催時期 ：10月9日 11月6日（全6日間）

講座コマ数：全24コマ

維持管理戦略，設計施工技術の変遷，床版・舗装・下部工の

維持管理，耐震設計および耐震補強，
フィールドワークによる現場点検実習をセットにしたコンクリート橋
および鋼橋のME養成講座

参加者：28名（官：6、施工：9、調査・設計：13）

ME山口認定試験の実施（11月）

成果報告会の開催（2月）
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研究討論会：社会インフラメンテナンスの人材育成を考える～技術者の育成と課題～

話題提供 地域の教育機関を中心とした取組み      2015.9.18 
舞鶴工業高等専門学校

玉田和也

 舞鶴高専の建設システム工学科は北近畿に唯一存在する土木系高等教育機関として，橋

の長寿命化修繕計画策定の動きと連動し 2009年 11月より「京都府北部・橋梁維持管理研
修会」を実施してきた．この研修会は京都府北部の市町の土木技術者（橋の長寿命化修繕

計画担当者）を対象とするもので，第 56回の研修会を先月実施したところである．
また，この研修会のノウハウを活かして 2013年度から「社会基盤メンテナンス教育セン

ター」を舞鶴高専に設立し，2014年度から講習会（基礎編）を実施している．現在までの
受講者は約 160名であり，学生および経験年数の浅い自治体職員・民間技術者を対象とし
ている．2014年度の前半の試行錯誤の期間を経て，現在では座学と体験学習を適度に組み
合わせた実践的な講習会として好評を得ている．

上記の２つの取り組みを通して社会インフラメンテナンスの人材育成の実態と課題につ

いての概観を説明し話題提供としたい．なお，このような話題提供ができるのは，２つの

取組に対し，その趣旨に賛同いただいた多数の土木技術者の献身的な助力を戴いた結果で

あり，改めて深謝する次第です．
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研究討論会：社会インフラメンテナンスの人材育成を考えるー技術者の育成と課題ー

話題提供 地域の教育機関を中心とした取組み

2015.9.18

京都府北部 橋梁維持管理研修会

社会基盤メンテナンス教育センター

舞鶴工業高等専門学校 建設システム工学科
玉田 和也

tamada@maizuru-ct.ac.jp

京都府北部 橋梁維持管理研修会

•京都府北部の市町の橋梁担当者を対象（京丹後市，伊根町，与謝
野町，宮津市，舞鶴市，福知山市，綾部市，京丹波町，南丹市）

•橋梁担当者の継続的な教育を目的（２～４年で配置替え）
•座学と実習を組み合わせたアクティブラーニングを実践
•座学：橋の損傷とその原因，補修方法，点検要領
•実習：実際の橋にもぐって点検を疑似体験⇒成果を後日報告
•修繕計画を策定した市町による報告会（独自に工夫した点など）
•技術相談，新技術紹介
• アンケートとそのリプライ
•学び直し講座（ＲＣとＰＣの違い，ゲルバー桁と連続桁の違い等）
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点検実習
2015年7月30日実施
第５５回橋守研修会

舞鶴市管理の鋼桁
多門院橋
１９６９年建造
橋歴板なし
Ⅰ形鋼合成桁？

支承・桁の腐食
支承機能
床版ひび割れ
Ｆ１１Ｔボルト

課題

合成桁の上フランジ
面への水の侵入に
よる発錆
遊間不足

Ｈ２６年度期限の長寿命化修繕計画策定の効果

・橋梁数と状況の把握
・橋梁台帳の電子化
・職員の意識の向上
・技術力向上への意識

・手書き＋切貼り⇒電子化

位置図が精確（ＧＩＳ）
記載内容の精査
５．３９⇒昭和３９年

鋼溶接橋⇒Ⅰ形鋼桁？
図面・計算書は無し
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技術相談

石造桁橋の診断
主桁のせん断ひび割れ
床板（ＲＣ）の損傷
塩害（石材は大丈夫）

設計計算？
健全性？
耐震性能？

課題・問題点（現時点における）
• 自治体では，技術的判断が可能な部課長は稀
• 国道・府県道からの移管橋梁の行き着く先（動脈と毛細血管）
• 技術的な問題と，行政的な問題の両方に対応する必要がある
⇒実際の作用を考慮した診断・対応が迫られている

⇒橋の統廃合，河川の占有許可

• 新設工事を知らない技術者が点検・補修・補強事業を実施
• 役所内では，専門家よりゼネラリストが重用される
• ゼネラリストの重要な能力としてメンテナンスを収得する方向へ
• 自治体では担当者の能力向上が必要⇒若い技術者に期待

• 今の自治体（都道府県，市町村）のあり方で良いのか？
• 市町村の広域連携（専門性の高い技術者の育成（各分野ごと））
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ちょうじゅｍ

社会基盤メンテナンス教育センター

社会的
背景

社会基盤が老朽化して
安全な暮らしが危機に

社会基盤の維持管理に
関する実践的教育施設

座学と体験型実習による
実践的な教育を実施

ｉＭｅｃ
とは

ｉＭｅｃ
ビジョン

予防保全の中核的施設
として地域社会に貢献

ｉＭｅｃ
の特徴

建 設建 設 維持管理維持管理

• インフラの老朽化が全国的問題
• 土木技術者の思考転換が必要

• 平成２６年１月２３日に開設
• 自治体・民間企業等に施設を開放
• 現場に密着した教育センター
• 維持管理に特化した人材育成

• 実際の劣化橋梁部材による実習
• 損傷調査・非破壊検査の実習
• 点検・修繕工事の実施ノウハウ
• 橋の長寿命化修繕計画
• 行政の課題解決の取組み

• メンテナンス工学
の構築

• 予防保全ループ
を繋ぐ

社会基盤メンテナンス教育センター

実物劣化モデル

実習フィールド

講義棟

屋外実習場

初期欠陥
サンプル

床板疲労
近接目視施設
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• 基礎編（２日間コース）
時限 １ ２ ３ ４

時間 13:00-13:50 14:00-14:50 15:00-15:50 16:00-16:50

内容

ガイダンス

橋梁工学基礎

道路橋の三大
損傷

コンクリート構造
物の損傷

【損傷探査】
コンクリートの損
傷探索の結果
発表・講評

実物見学・解
説

コンクリート構
造物の補修・
補強技術の種
類

【損傷探索】
コンクリートの損
傷探索実習

【非破壊検査】
打音検査，中
性化深さ測定

時限 ５ ６ ７ ８ ９ 10

時間
9:00-9:50 10:00-10:50 11:00-11:50

13:00-13:40 13:50-15:00
15:10-
16:00

内容

鋼橋の損傷

支承の損傷

【実物見学】
鋼橋の損傷

支承の損傷

自治体が管理
する橋梁の現
状と課題

橋梁の点検要
領

橋梁点検例
・長田野中橋
・野笹橋

【非破壊検査】
鉄筋探査（電
磁波レーダー
法）
コンクリートの強
度測定（リバウ
ンドハンマー）

質疑応答

確認テスト

アンケート

まとめ

座学

体験型
学習

社会基盤メンテナンス教育センター

社会基盤メンテナンス教育センター

•学生及び経験の浅い自治体職員と民間技術者を対象
• メンテナンスの基礎を座学＋体験学習を通して習得
•パワポで見たモノを見て触れる状況：触った経験は忘れない
•地元の橋は地元で守る⇒町医者を育成する，特殊橋梁は専門医
• メンテナンスサイクルを地元職員と業者でまわすために
⇒技術力のベースアップ，啓蒙活動いや洗脳活動か？

•基礎編ばかりでなく応用編への期待
• ２０１４年度は，学生＋自治体職員＋民間技術者 １１６名が受講
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社会基盤メンテナンス教育センター

• 『コンクリートＤｒ．になろう！』
コンクリート構造物の変状について講義

損傷探索

損傷探索結果の発表・講評

実物見学・解説

班に分かれ実習フィールド内で変状を探索してデジカメで撮影
• 初期欠陥（砂すじ、豆板、コールドジョイント、空洞 ）
• 損傷（火害 ）
• 劣化（塩害、床版の疲労、アルカリ骨材反応、

中性化、凍害）

撮影した変状の原因・種類を検討（班毎）
撮影した変状写真をスクリーンに映して結果発表（班毎）

実習フィールドに出て、初期欠陥、損傷、劣化について解説

社会基盤メンテナンス教育センター
• 『コンクリートＤｒ．になろう！』 ～実習風景～
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課題・問題点（現時点における）

•専門用語，慣用語に対する習熟（その筋の人が普通に使っている用
語が判らない，今さら聞けない）

•構造力学・設計・施工の基礎，設計基準の歴史等の基礎知識
•基礎編を学修する前に「導入編」が必要なのでは
•基礎的なメンテナンス技術を習得しても，現場では複合劣化や劣化
要因の同定が困難な場面がほとんどである⇒「応用編」で育成でき
るのか？

•図面，計算書が無いのが致命的，再現設計が必要
•舗装，防水層，床版，桁，支承，下部工すべてを総合的（維持管理と
耐震対策）に診断し対策を考案（しかもチープに）できる技術者

⇒e-learningによる知識の習得と体験学習によるアクティブ化

研究討論会：社会インフラメンテナンスの人材育成を考えるー技術者の育成と課題ー

話題提供 地域の教育機関を中心とした取組み

2015.9.18

ご清聴ありがとうございました．

舞鶴工業高等専門学校 建設システム工学科
玉田 和也

tamada@maizuru-ct.ac.jp
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N2U-BRIDGE を活用した橋梁維持管理技術者の臨床型人材育成プログラム 

名古屋大学橋梁長寿命化推進室長 教授 中村光

 名古屋大学、中日本高速道路㈱、中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋㈱では、橋梁

を中心としたインフラの点検技術の研鑚や研究などに使用する施設「ニュー・ブリッジ

（N2U-BRIDGE「NEXCO－Central and Nagoya University－Bridge model with Restoration 
and Integrated Deterioration for Global Engineers」）」を 2011 年 9 月に完成させた。
N2U-BRIDGE は、コンクリートの塩害、中性化、ASR、疲労などの劣化損傷が生じ撤去された実
橋梁を名古屋大学内に再構築した施設である。また、劣化した橋梁付属物や劣化部位、打音検

査や鉄筋探査ができる非破壊検査用のパネル、コンクリートの初期欠陥を再現したパネルも設

置している。

この施設を利用し、地域全体で技術者のレベルアップをサポートするという趣旨で、中部地

方整備局をはじめとする道路管理者、大学、業界団体が参画する「橋梁保全技術研修協議会」

（中部地方整備局、中部地方の７県・3 政令指定都市・2 道路公社、中部地方の 9 大学、3 民間
業界団体など）、主に大学の教員により構成されている「橋梁保全技術者認定審査会」、および

「名古屋大学橋梁長寿命化推進室」が有機的に関係する事業スキームを構築した。このスキー

ムでは、橋梁維持管理に関する研修の実施は、基本的に名古屋大学橋梁長寿命化推進室が行う

が、具体的なプログラムの内容等について、「橋梁保全技術研修協議会」がサポートする。また、

「橋梁保全技術者認定審査会」は、研修受講者のうちの希望者に所定の試験を行い技術力認定

を支援する。

研修は、①希望者が誰でも受講できる常設研修、②国、県等の道路管理者が自らの技術力向

上のために独自に実施するオーダーメイド研修、の２種類を現在主に行っている。常設研修は、

実務経験の短い技術者を対象に橋梁維持管理の流れと橋梁劣化の基礎知識の習得と点検技術の

体験ができる基礎コース（２日間：60 人／回）、橋梁保全業務に携わる技術者を対象に機器を
使用した点検実務、国土交通省の点検要領に基づく点検調書の作成および劣化機構の推定につ

いて学ぶことができる検査点検コース（３日間：20 人／回）、劣化予測、性能評価、補修・補
強対策および維持管理計画策定までの流れについて学ぶことができる診断評価コース（２日

間：20 人／回）、の３コースがある。基礎コース・点検検査コースは 2012 年度から開始し、
診断評価コースは 2014 年度から開始した。2014 年度までに、基礎コース７回（累計 396 名受
講）、検査点検コース 14 回（累計 312 名受講）、診断評価コース１回（累計 20 名受講）実施し
ている。また、オーダーメイド研修は、2014 年度は 21 回実施（計 361 名参加）した。
認定試験は、2013 年度から検査点検コースの受講者に対して行い、合格者には合格証を交付

している。今後は、診断評価コースに対しても認定試験を行う予定としている。

研修の参加者や N2U-BRIDGE の利用者からは、幸いにして好評を得ており、研修については募

集定員が少ないこともあるが、受付開始後数 10 分で定員に達する状況が続いている。参加者か

らは、「実際の劣化が見られてよかった」、「打音調査を実際に体験でき、叩くときの注意点の理

解や音の違いなどが実感できた」、「実際に検査機器を使うことができてよかった」など、臨床

型の研修ならではの感想を多くいただいている。今後も研修施設を有効に活用し、継続的に技

術者を育成するとともに、育成した技術者の継続教育にも取り組んでいく予定である。 
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名古屋大学大学院 教授
橋梁長寿命化推進室 室長

中村 光

N2U-BRIDGEを活用した橋梁維持管理技
術者の臨床型人材育成プログラム

1

N2U-BRIDGEの全景
（NEXCO Central and Nagoya University-Bridge model with Restoration 
and Integrated Deterioration for Global Engineers）
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鉄筋コンクリートＴ桁橋

橋梁名：厚東橋
（国土交通省中国地方整備局 国道１９０号）
建設年：昭和10年に竣工（76年経過）

劣化の状況：
①塩害による鋼材の腐食
②中性化
③補修部のマクロセル腐食による再劣化

マクロセル腐食による再劣化

プレストレストコンクリート橋

橋梁名：日末橋
（石川県小松市（北陸道跨高速道路橋））
建設年：昭和48年に竣工（38年経過）

劣化の状況：
①ASR
②塩害

ASRによる方向性の
あるひび割れ

ASRの反応
リング

PCグラウトの
充填状況
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鋼プレートガーダー橋（道路橋）

劣化の状況（床版）：
①２方向ひび割れとエフロレッセンス
②上面はコンクリートの土砂化，増し厚SFRCの剥離

橋梁名：桁 南郷橋（滋賀県内）
床版 渋江川橋（富山県内 北陸道）

建設年：昭和49年に竣工（床版 37年経過）

Ａ塗装系 Ｃ塗装系

床版下面

橋梁付属物 等

防水工

レベリング工

表層工 防水工

レベリング工

表層工

橋面舗装

伸縮装置

支承（ＢＰ）

排水マスの
目詰まり

支承（ピンローラ）
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劣化部位 等

防水工

レベリング工

表層工

橋面舗装

排水マスの
目詰まり

静岡県第一弁天橋 国道一号線矢作橋 中性化・鉄筋腐食
壁高欄

ＡＳＲ鉄筋破断

ITMP（初期欠陥、非破壊試験等）

豆板 コールドジョイント

砂すじ、塩害、エフロエッセンス，
ひび割れ

ASRパネル

電磁波レーダによる
配筋状況の確認

非破壊試験用：
鉄筋ピッチ，かぶり，コンクリート
強度，鉄筋腐食，空洞
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N2U-BRIDGEの事業

橋
梁
保
全
技
術
者

資
格
認
定

技術者の技術力向上・橋梁の長寿命化

「N2U-BRIDGE」「N2U-BRIDGE」

橋梁長寿命化推進室
≪モデル橋梁運営評議会≫ 名古屋大学・ネクスコ中日本・中日本エンジ名古屋

橋梁保全技術者認定審査会
・問題作成、試験実施、
採点、合否判定
・中部地域の大学が参画

学生教育事業研究推進事業

技術者教育事業技術者認定事業

常設研修受講者に対して
到達レベルを認定する

中級・上級

常設（初級、中級、上級）
研修の実施 修了証の交付

橋梁保全技術研修協議会

・各機関の独自研修・常設研修
各種イベント等の実施の調整
・技術者教育事業の見直し
・広報、・情報発信 等

大学

岐阜大学，名古屋工業大学，名城大学、金沢大学、
富山県立大学、福井大学、愛知工業大学、中部大学、
豊橋技術科学大学
（９大学）

官公署

・国土交通省中部地方整備局
・愛知県，岐阜県，三重県，福井県，富山県，石川県，
静岡県
・名古屋市，静岡市，浜松市
・愛知県道路公社
・名古屋高速道路公社
（１３機関）

民間
業界団体

（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会
（社）日本橋梁建設協会中部事務所
（社）建設コンサルタンツ協会中部支部
（3団体）

ニューブ
リッジ
事業者

名古屋大学
中日本高速道路㈱
中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋㈱

N2U-BRIDGEの事業参加者
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N2U-BRIDGEの常設研修

◆基礎コース：実務経験の短い技術者を対象
に橋梁維持管理の流れと橋梁劣化の基礎知
識の習得と点検技術の体験

◆検査点検コース：橋梁保全業務に携わる技
術者を対象に機器を使用した点検実務、国
土交通省の点検要領に基づく点検調書の作
成および劣化機構の推定について学ぶ

◆診断評価コース：橋梁保全業務に携わる技
術者を対象に劣化予測、性能評価、補修・補
強対策および維持管理計画策定までの流れ
について学ぶ

常設
研修

60人/回

20人/回

20人/回

N2U-BRIDGEの常設研修
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検査点検コースの研修内容

検査点検コース（3日間）

座学研修 ①日本の橋梁の現状
②劣化の概説
③基準の変遷
④劣化機構の推定、記録
⑤維持管理の流れ
⑥定期点検要領解説
⑦各機関の要領比較
⑧国土交通省点検要領の解説と実務

臨床研修 ①実橋（ニューブリッジ）の劣化
②ケーススタディ（ニューブリッジを用いて損傷程度
の評価・劣化機構の推定
・損傷図作成
・部位毎の損傷評価
・劣化機構の推定
・詳細調査の提案

N2U-BRIDGEの常設研修
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N2U-BRIDGEによる研修支援

研修
支援

◆オーダーメイド研修：行政機関、道路管理者、
民間企業が技術者育成のためにニュー・ブ
リッジを使用して実施する研修で、研修実施
のために必要なカリキュラム、講師、点検機器
などの支援

◆地域研修の支援：行政機関、道路管理者、民
間企業が技術者育成の実施する研修で、遠
隔地等の理由でニュー・ブリッジが使用できな
い研修で、必要なカリキュラム、講師、点検機
器などの支援

N2U-BRIDGEを利用した事業に至る経緯

平成２１年9月：中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋が社内技術者育成用に点
検用研究・点検施設の建設の計画・検討

平成22年3月：名古屋大学とNEXCO中日本と包括連携協定締結（平成22年5月）を
にらんで、研究科に名古屋大学内にモデル橋梁設置の提案

平成23年1月：モデル橋梁・運用等に関する協定書締結工事開始

平成23年6月：社会基盤工学専攻内に橋梁長寿命化推進室を設置

平成23年9月13日： N2U-BRIDGE除幕式

平成23年10月：研修の仕組み検討会平成

平成24年9月：第１回基礎コース研修

平成２４年１1月：第１回検査点検コース

平成２５年８月：第1回検査点検コース判定試験
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N2U-BRIDGEの実績

基礎コース：２回（１２０名）
検査点検コース：５回（１１３名）
診断評価コース：１回（２０名）

H26年度

常設研修には修了証の発行（研究科長名）

修了証保持者に対し試験。合格証の発行
（常設研修修了者の到達点を確認）

橋梁点検士試験内容
四肢択一問題２５問
点検調書作成

オーダーメイド研修：２１回（３６１名）

N2U-BRIDGEの実績
H25年度第1回基礎コースアンケート結果
ー空洞探査（打音検査について）

所属関 感想

建設 打音調査は数をこなさなければなかなか身に付かないと思った。

NEXCO関係 空洞部をテストハンマーで叩いてみたが、空洞深さごとの音や感覚の違
いを体感することができなかった。

建設 実機による研修で非常にわかりやすく、点検手法が理解できた。

建設 空洞探査をやり、とてもいい経験ができた。現場の方でも活かしていきた
い。

建設 コンクリートの充填確認等に実際点検ハンマーを用いているが、点検範囲
が広いため、非常に時間がかかっていたが、サーモグラヒィによるスク
リーニングは、現場でもかなり友好的な手法だと感じました。

メーカー 叩きながら手を添えることが分かって参考になった。経験が必要と実感し
た。

行政 県では高度な機器を使っての点検はあまり行わないので、点検ハン
マーや目視点検の研修が非常に参考になった。

行政 自分で実際に体験できるのはとても良い。
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福岡市における技術職員の人材育成について

                       福岡市道路下水道局計画部計画調整課

課 長  工 藤 修 一

１．福岡市の人材育成の取り組み 

福岡市は昭和 47年に政令指定都市となり，都市の発展とともに道路・上下水道などの公
共施設を積極的に整備してきたため，この時期に施設整備に関わった技術職員の技術力が

向上して，さらに，この職員から後輩職員への指導や助言により技術力は蓄積・継承され

てきた。

しかしながら，多くの経験豊富な技術職員が退職期を迎えて，技術力の維持・継承が大

きな課題となったため，より効果的な人材育成を行うことを目的として，平成 25年 6月に
「技術職員人材育成プラン」を策定し取り組んでいる。

２．「技術職員人材育成プラン」の概要について

（１）求められるスキルの見える化

技術職員がそれぞれの職務やポストに応じて備えなければならないスキルを明確にする

ため，「スキルマップ」を作成し，期首・期末に職員面談を実施することにより，個々の職

員が不足しているスキルを職員本人と上司が共有した上で，必要な専門知識や能力の習得

に努めている。

（２）技術職研修の拡充

平成 20年度から全庁的な技術職員の技術力の維持・向上を図るため技術職研修を実施し
ており，「共通・専門研修」は，計画，設計・施工，維持管理等の各段階における研修プロ

グラムを設けるなど体系的に実施している。

（３）新規採用技術職員の育成強化

新規採用の技術職員に対して，公共工事に関する「初任者研修」と公共工事の各段階に

おける「基本的な研修」を必修とした。初任者研修は初年度に受講し，公共工事に関する

基本的な研修については 3年以内の受講を義務づけた。
また，研修の必修化にあわせ，職員本人および上司が研修の受講履歴を共有し，上司が

職員へ受講を促すことができるようにしている。

（４）各職場における実践的な能力の習得(OJT促進) 
人材育成に関して最も重要な役割を担っているのは OJTである。OJTの推進にあたって
は，職場全体で人材育成を行うことがポイントであり，職場のコミュニケーションを図り

ながら取組を推進するとともに，OJT を通じて職員の成長を認めることが職員のやる気を
引き出すことにつながる。
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（５）専門性の高い人材の育成強化

各事業分野においては，これまで以上に職員の専門性を磨き，組織力を高めて行く事が

重要となっている。公共工事部門では，事業分野ごとの専門性が高いことから，専門分野

の人材育成においては，所属部署単位の研修や，専門研修を実施する。

 また，「福岡市職員の人材育成・活性化プラン」において，「キャリアを考え強みを伸ば

す」ことを重点取組とし，キャリアデザイン研修や職員の意欲や能力を活かした人事配置

に取り組んでいる。

（６）人材育成しやすい職場環境の整備～人事上の配慮～

技術職員全体の年齢構成や各職種別・配置部署別の年齢構成に極端な不均衡があると，

特定の部署に新規採用職員が集中するなど，年代間の技術の継承に支障が出てくる場合が

ある。

このため，人材育成しやすい職場環境を目指し，「技術職員の採用数の平準化」，「各局・

区におけるバランスの取れた人員配置」，「職場における良好なコミュニケーションの促進」

に努めている。

３．道路下水道局における取組み

 技術職員が多く在籍している道路下水道局では，所管する道路・下水道・河川の専門性

の高い研修を実施している。具体的には，道路・下水道・河川事業などの経験を持つ OB
職員を活用し，より実践で役立つ研修等を行っている。

（１）市 OB職員による「技術支援室」の設置
平成 21年度より市 OB職員により，①土木の基礎技術習得（実体験研修）として「説明

会」，「基本的な工事の測量・設計」の研修や，②OJT(設計委託協議)における技術指導，③
総合評価方式に係る相談，④実務研修，⑤窓口相談など，よりきめ細やかな取り組みを行

っている。

（２）工事安全推進員・工事安全巡視員の配置

 福岡県警察 OB の「工事安全推進員」による工事に伴う交通問題等に係る指導や，労働
基準監督署 OB の「工事安全巡視員」による工事現場の安全管理等について，定期的なパ
トロールによる現場指導などを実施しており，市の監督員及び施工業者へ助言や指導を行

っている。

４．おわりに

 福岡市では，技術職員の人材育成や技術の継承について，様々な取り組みを行っている

が，今まさに職員の大量退職期を迎え，多くの新規技術職員が採用されている。

年月をかけて培われた技術力の維持・継承に向けたこれまでの取り組みについて，効果

などの検証を行いながら，引き続き研修等を実施して技術力が維持できるように取り組ん

でいく。
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福岡市における技術職員の
人材育成について

福岡市道路下水道局計画部計画調整課

課長 工藤修一

目 次

（１）市全体の「技術職員人材育成プラン」の概要

（２）道路下水道局独自の取り組み

（３）まとめと課題

（1）「技術職員人材育成プラン」策定の経緯

経験豊富な技術職員が大量退職
（技術職員の約１/４）

技術力の維持・継承が課題

技術職員人材育成プランの作成

福岡市は昭和47年に政令指定都市になり
公共施設を重点的に整備した経緯あり

職員を大量に採用
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「技術職員人材育成プラン」とは？

１．策定の目的

公共工事の品質の向上，業務の効率化，コスト縮減，市民サービスの向

上を図るため，技術職員の人材育成の取組方針を明確にする。

２．対象職員

公共工事（計画，技術管理，事業調整，用地買収・物件補償，設計，監督，

検査）部門の土木職，造園職，建築職，電気職，機械職の技術職員

３．取組期間

平成２５年度から平成２７年度（３年間）

４．策定の方法

公共工事部門の全職種の技術系，部長級７名と課長級１７名の計２４名で

構成した「技術職研修委員会」で検討。

「技術職員人材育成プラン」の具体的な取り組み内容

①求められるスキルの見える化

②技術職研修の拡充

③新規採用技術職員の育成強化

④各職場における実践的な能力の習得（OJT促進）

⑤専門性の高い人材の育成強化

⑥人材育成しやすい職場環境の整備～人事上の配慮～
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①求められるスキルの
見える化

①求められるスキルをより具体的に明確化するため，
スキルマップを職種・職務毎に作成

②職員面談等の活用により，職員の不足しているスキルを
職員と所属長・係長が共有し必要な知識の習得に努める。

・効果的な人材育成には，
職員自身と上司が育成すべき方向を共有することが重要

【入庁3年目までのスキルマップ】

②技術職研修の拡充

○研修の項目
・共通・専門研修
・技術研究発表会
・職場体験研修
・技術懇談会
・検査研修
・派遣研修
※研修の項目については，毎年度
必要に応じ見直しを行う。

多様な研修項目を用意
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③新規採用技術職員の育成強化

（１）職場トレーナー制度の活用

新規採用職員一人ひとりに対して，選任された
先輩職員が職場トレーナーとなり，新規採用
職員の指導・育成に当たる。

（２）研修の必修化

「技術職研修」において，初任者研修の受講を
必修とする。
【技術者倫理研修，設計・積算研修，工事の安全対策研修 等】

（３）現場を持つ部署への配置

新規採用職員は現場を持つ部署へ配置することを
基本とする。

新人職員 トレーナー
係

長

配　席　図

職場内で先輩が育成

（a）職場研修の促進

○下水のポンプ場等整備を行う部署の取組
（土木・機械・電気等多岐にわたる工事）

設計図面が出来た段階で係会議開催

設計内容のチェックやアドバイスを他の職員と一緒に行う。

○地域に密着した区役所の取組
（入庁間もない若手職員が多い）

技術研修会を月１回開催

抱えている問題等をみんなで話し合う。

④各職場における実践的な能力の習得（OJT促進）
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（b）業務マニュアルの整備
○業務マニュアル
先輩職員がノウハウを含め各種基準を写真や
イラストで分かりやすく整理し、若手職員が業務で活用

④各職場における実践的な能力の習得（OJT促進）

【道路橋の補修編の例】

⑤専門性の

高い人材の

育成強化
能力開発期
（採用後概ね10年未満）

・基礎的な実務能力や専門知識

の習得

・性格の異なる業務を経験できる

よう人事異動を行う

能力拡充期
（採用後概ね10年以上）

・専門的な能力や知識を伸ばす

ため経験を積む

・スペシャリストの育成，技術継

承のため，比較的長い異動

サイクルなども検討

移

行

期

研修項目や担当
業務のステップ
アップ，異動期
間の調整等

きめ細かい工夫
により，専門性
を向上させる。
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⑥人材育成しやすい職場環境の整備

～人事上の配慮～

（１）技術職員の採用数の平準化

（２）各局・区におけるバランスの取れた人員配置

（３）職場における良好なコミュニケーションの促進

(2)道路下水道局独自の取組み
①市OB職員による「技術支援室」の設置

市OB職員 4名配置
・技術監理指導員 1 名
・道路整備技術指導員 1 名
・下水道河川整備技術指導員 2 名

主な研修内容
・説明会の研修

プレゼンテーション能力の向上
・基本的な工事の測量・設計

測量から積算までの一連の
業務の体験

・工種別基礎実務研修
新任，新規採用職員向け研修

・CAD研修
CAD操作研修

・窓口相談
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②技術支援室における
測量実習の状況

日常の業務では行うことがなくなった平板測量を技術支援室の
指導により行い，図面が作成されていく過程を体験しています。

③技術支援室における「CAD研修」
「技術支援情報」としてCADの使用方法に
ついて電子掲示板に掲載し，局内の職員
であれば誰でも見ることが出来ます。

（例）
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④技術支援室の技術支援情報

「技術支援情報」として，OB職員自身が体験し，
疑問に思っていた事など，若手職員を含む全て
の職員の参考になるような情報を掲載。

⑤工事安全推進員・工事安全巡視員の配置

工事安全推進員 福岡県警OB
工事安全巡視員 労働基準監督署OB

工事に伴う交通事故防止及び労働災害防止を目的

定期的なパトロールの実施
現場における監督員・施工業者への指導

安全巡視員

安全推進員

現場パトロールの状況
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⑥安全指導報告書（安全推進員・安全巡視員）

安全推進員・安全巡視員によるパトロール後
安全指導報告書として書面により報告

指導実績の報告及び他の部署への情報提供

⑦現場の巡回点検（安全推進員・安全巡視員）

安全巡視員
市監督員

安全巡視員と市監督員で現場を巡回し
安全対策などを個別に指導
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○育成プランによる効果

平均受講回数や，若手職員（1･2級）の受講率の推移を検証した。

Ｈ25年度は回数・率ともに，前年度を上回っており一定の効果が

あったと評価出来る。

※Ｈ26年度は，2度の中止により，回数・割合とも低くなっている。

伸び

技術職員の人材育成の取組については，効果

等について具体的な数値での評価が難しいこと

が課題である。

今後は，これまでの取組の検証手法の検討を

行いながら，引き続き，関係部署と連携し技術職

員の育成強化に努めていく。

（3）まとめと課題

ご静聴ありがとうございます。
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社会インフラメンテナンスの人材育成を考える－技術者の育成と課題－

１．鉄道土木構造物の現状

 路線の 60％以上が、大正時代までに建設されており、経年は 90年
路線延長に締める土の構造物が多く、近年の局所豪雨で災害が多発

２．メンテナンスの組織

9支社 1管理本部 15土木技術センターで維持管理を担当

３．JRメンテナンス社員の年齢構成
50 歳以上となった国鉄時代のベテラン社員約半数が、技術コアとなって現場

の業務を進めている（社員数 500名程度）
 若手への技術継承が課題

４．維持管理の PDCA 
JRとそのグループである検査会社・設計会社・施工会社とともに、維持管理

の PDCAを回している
 我々の仕事は、悪いところを見つけて直すこと

５．若手の運用計画（大卒）

 入社 10年で指導者（係長）として部下を持たせる運用計画

６．若手アンケート（土木経験 10年未満）
 キーマンとは「現地の環境を熟知」「専門的な実務能力を保有」する技術者

 そのためには、検査判定・補修工法選定・施工会社の設計照査など維持管理

サイクル全体を企画管理できる学びが必要

5年後にキーマンに達するには「施工・補修の現場経験」と技術基準や規程の
理解が必要

 実施している直轄設計や検査を充実させ、両方を経験することにより、構造

物単位（トンネル・橋りょう・土工など）で維持管理プロセスを学びたい

７．研修計画

 ベーシック・アドバンス・エキスパートの 3ステップで技術者を養成
 土木 1 年目で検査会社へ 4 ヶ月出向させ検査技術の基礎を学ばせる。ベーシ
ック研修において、実構造物（冬季運休中の嵯峨野観光鉄道を利用）による実

習を通じ基礎技術が身に付いたか確認する

８．気がかり構造物

 自ら考え行動できる技術者を育成する観点から、現場で維持管理に苦慮して

いる「気がかり構造物」を指定し、その担当者として課題解決（原因究明と対

策の実施）に取組む

2015.09.18 JR西日本 垣尾
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